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１． 本年度の研究成果 

  地域がん診療連携拠点病院の指定要件に相談機能を有する部門(相談支援センター等)を設置す

ることが義務付けられている。全国のがん診療連携拠点病院286はがん診療専門病院（がんセンター

等）16、大学付属病院47、一般総合病院223に分類され、病院の機構や機能が異なっているように相

談支援センターにも相違がある。相談支援センターが有効に機能するために必要な体制、サービス

提供方法、医療連携、情報提供等のシステムについては明確な知見が得られていない。全国の相談

支援センターの均てん化のために、相談—回答データの分析、相談ツールの開発、病院内外の医療

連携システム等について研究を行った。 

 全国の相談支援センターの体制に関する調査では、1ヶ月あたりの平均相談件数は約130件であっ

た。専任者1名の施設が4割程度あり、専任者の職種では、事務職が35%ともっとも多く、MSW29%、看

護師26%であった。なお班員施設における相談方法の分析では、電話相談と対面相談が主であり、

FAXとE-maleによる相談例は非常に僅かであった。FAXとE-maleによる相談は、一方向性になり誤解

も招きやすいため、原則的には対面と電話相談のみで良いと考えられた。相談者の内訳は本人が約

50%、家族が40％以上であった。 

 静岡がんセンターの相談のシステム、活動状況、情報取り扱いの分析では、情報提供のためには、

相談員が効率的に情報収集を行い、情報の共有化をはかり、一定の情報提供の質の維持を行う必要

があると考えられた。全国的な情報提供のために、過去５年間の4,3464データの一部を基に、相談用

基礎データベース設計を行っている。これにより全国で共通して使用できる情報を抽出してセンター

で使用可能な形にデータ加工し、相談員がパソコン端末を現場で相談対応に利用できる情報提供支

援ツールの手法を作成中である。 

  茨城県の相談支援センターグループ（７施設）は県内のがん情報提供ネットワークを構築し、地域

の状況に合わせたセンター業務のガイドラインとなるようなモデルプランを策定すべく相談－回答デ

ータベースを集積した。その結果から、相談の際に利用できる県内の地域情報を主体としたがん相談

支援ツール（相談窓口マニュアル）を今年度中に印刷予定である。 

  四国がんセンターは相談支援センターを相談業務だけに留まらず、院内全体と地域医療全体を見

渡せる部署と位置づけ、退院調整連携パスを用いた後方連携支援や在宅療養に関係する院外の医

療連携を試行的に開始し、地域がん医療の質を保障するセンターとして機能することを目指してい

る。  



 得られた情報は国立がんセンターがん対策情報センターから逐次提示している。 

 

２. 前年度までの研究成果 

  先進的な相談支援センターとしての業務を実施している静岡がんセンターで患者・家族支援研究

部の相談に関する経験、知識、事例を収集・検討して作成された “がんの悩みデータベース分類表

（静岡分類）”を基に、研究班としての相談-回答データの集積を開始した。また聯岡がんセンターは

ネット媒体によるがん患者や家族を支援するためのツールとして、「Web 版がんよろず相談Ｑ＆Ａ」

（http://www. scchrjp/）を公開した｡四国がんセンターは院内の医療連携である退院調整連携パスの

運用を開始した。国立がんセンターのがん対策情報センターより、全国のがん診療連携拠点病院と

相談支援センターの一覧表を開示した。 

 

３．研究成果の以後及び今後の発展性 

 今後の相談支援センターは調整能力を持つ看護師を含む医療スタッフを配置して、患者・家族への

相談業務や患者への各種情報を提供するとともに、患者の全ての情報を持つ部門として院内（退院

調整）から院外（地域連携）への医療連携を行い、がん患者の継続医療を可能とする地域連携システ

ムを構築することが可能となる。これによりがん相談支援センターは院内・院外の医療連携の要として

地域がん医療の質を保つ核となりえる。 

 

４．倫理面への配慮 

  本研究の実施に当たって最も問題になるのは個人情報保護法に関連する部分であり、各がん診療

連携拠点病院での相談−回答事例の収集に関しては、調査を実施する研究者、調査員に対して、個

人情報保護のため、個人情報の漏洩防止対策の徹底を図る。回収データの取り扱い関しても、委託

業者に依頼する場合には、個人情報の混入がないかを再度確認した上で依頼するなど、取り扱いに

ついては慎重に行い、個人情報保護を徹底している。 
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